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Abstract 
A test beamline (AR-TBL) to generate GeV-energy electrons by installing an internal target in the storage ring was 

constructed to develop an instrument for elementary particle and nuclear experiments at the PF-AR in the KEK. The 
gamma rays produced by collisions between the target wire and the halo of the stored beam electron are converted into 
electron-positron pairs by a converter at the end of the bending magnet chamber in the storage ring to produce an electron 
beam. It is planned to recover the stored beam current by top-up injection to coexist with synchrotron radiation operations 
to beam line user. The design study, equipment procurement and manufacturing, and construction plan were completed 
by FY2020, and the beamline was constructed in the summer of FY2021. We will report on the overview of the AR-TBL 
system, construction process, recent beam commissioning, and prospection. 

 

1. はじめに 

PF-AR では、GeV エネルギーオーダー電子ビームを
生成し素粒子物理実験用測定器開発に利用するテスト
ビームラインの運用へ向けた取り組み（AR-TBL：PF-AR 
Test Beam Line）を KEK 素粒子原子核研究所（素核研）
との研究協力で進めている。建設に具体的な研究協力
体制には、PF-AR を運用する物質構造科学研究所、放
射光光源加速器の運転及び開発責任を有する加速器
研究施設の第 6 研究系、初代テストビームラインの建設
が行われた KEKB リング内の富士テストビームライン
（FTBL：Fuji Test Beam Line）[1, 2]より Super-KEKB リン
グの第 4 研究系、放射線安全管理の観点から放射線科
学センターの 4 研究施設が協力しており、KEK 以外から
は神戸大学、名古屋大学、京都大学の協力も得て、大
横断的な大きな枠組みで構築されている。 

素核実験の立場から、粒子線を使った測定器開発用
の GeV エネルギーオーダーのビームテストが可能なテス
トビームラインの建設は、高エネルギー実験の世界 3 大
拠点である KEK の長年にわたる悲願の建設計画である。
PF-AR の放射光実験の立場からは、放射光実験運転時
間が 2016 年以前に比較し半減しており、運転経費の捻
出のため節電対策のビームエネルギーを 5.0GeV に下
げた運用に取り組んでいるが、PF-AR の放射光以外の 2
次利用の計画は放射光実験との共存が図られれば、PF-
AR の利用価値が高まることで、更なる運転の継続性の

確保につながると期待されている。 
これら双方から期待される素核研測定器開発室を主と

した PF-AR でのテストビームライン計画の発足は、FTBL
から仕切り直しを図る 2014 年に遡ることになる。長らく計
画は検討の域を出ないままであったが、2020 年度の予
算化を皮切りに計画が進み[3]、2020 年度中には急ピッ
チで具体的な設計、機器の製作、調達が進められ、
2021 年度夏に建設が完了した。現在、建設後のビーム
コミッショニングが加速器マシンスタディー時間を利用し
順調に進行中である。 

2. AR-TBL の構成要素と建設へ向けた準備 

建設場所は PF-AR で唯一残っていたビームライン新
設可能スペースの南実験エリアである（Fig. 1）。テスト
ビームラインステージと PF-AR リング加速器収納部はコ
ンクリートの放射線隔壁で仕切られている。GeV オー
ダーの電子ビーム照射実験はステージ側で行われるた
め、PF-AR リングで生成する電子ビームをステージ側へ
輸送する必要がある。その電子ビームは、放射光源であ
る蓄積電子ビームハローとワイヤーターゲット（WT）との
衝突により生成されるガンマ線を銅コンバータで電子陽
電子対生成し得る。その電子ビームは単純な AR-TBL
の光学系輸送路と偏向電磁石によりステージへ輸送さ
れ単色電子ビームが得られる。尚、この輸送路は気中ド
リフトスペースとなっており、真空ダクトは設置されない。
WT に、0.1φカーボンファイバーを想定すればビーム中
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心から 5.4σ（＝10.8 mm、5.0 GeV、6.5 GeV エネルギー
では＝14 mm）の位置にWTを置くと、2.5×109 個/sの電
子ビームが衝突し、蓄積電子ビームエネルギーを cut-off
とするエネルギー広がりの光子の発生が得られる。WT
の位置はターゲットとの衝突で失われる電子損失が
τ=20 h の電子寿命時の損失レート（6.5×106個/s）と同等
となるように微調設定される。これはターゲットワイヤーの
材質と衝突断面積によるため実際にビーム寿命を見な
がらの調整となる。ターゲットワイヤーには CNT ヤーンと
グラフェンシートが採用され、どちらも運用可能なように
設置されている。電子ビームエネルギー5.0 GeV では銅
コンバータの厚みを 16 mm とすると生成された光子の
1 GeV/cの電子ビームへの最大変換率はおよそ14%とな
る。WT システムは PF-AR リング南直線部アーク部短直
線下流の四極電磁石（Fig. 1 中 QC6）の直上流 325 mm
に設置され、コンバータはさらにその下流偏向電磁石
（Fig. 1 中 B-SE2）の真空ダクトを新造し設置する。 

建設に向けて、WT とコンバータを本計画の設計の基
軸とし、①素核研側によるコンバータより下流の AR-TBL
の磁石光学系の最適化と➁加速器第 6 系による放射光
ユーザーとの共存のためのリング側課題の検討（WT とコ
ンバータの設計、運転調整を含む）と AR-TBL 建設に分
担を切り分け、効率的に計画を進めた。建設後は WT か
らコンバータまではリング付随の設備とし加速器管理下
に置き、AR-TBL から下流全体のシステムは加速器が建
設を請け負う後、素核研側へ管理を引き渡す。放射光
ビームライン（BL）と加速器との切り分けに近い管理方法
とし AR-TBL も PF-AR リングの既設の 8 つの放射光 BL
に BL が追加設置される体制となる。加速器運転側から
は放射光供給と電子線供給は、運転上は相違なく取り
扱いがなされ、放射光ユーザーからはトップアップによる
蓄積電流値が維持される限り、光軸位置とその安定性、
光フラックスの安定供給に変更が加えることはなく特別に
運用条件が変更されない。運用上の課題の検討につい
て別の本学会での発表「GeV 領域エネルギー電子を
使った測定器開発用テストビームラインのワイヤーター
ゲットが PF-AR の蓄積ビームおよび入射ビームに与える
影響」（高木宏之、他）[4]を参照されたい。 
加速器側はWT及びコンバータシステム、輸送路電磁

石システム、加速器安全、放射線安全システムとして備
えるべき要素の設計と肉付けを進め、電磁石、真空、RF、
モニター、安全の各グループ（Gr）の協力で設計の具体
化が進められた。次に加速器側で進められた各機器の

システム構築とその設置について概要を報告する。 

3. システム構築とその設置 

3.1 WT システムと光-電子コンバータダクト 
真空機器としては、冷却機構及び放射光アブゾー

バーも含むコンバータを備えた新たな偏向電磁石ダクト
の設計、ワイヤー駆動システムの設計、熱解析で判明し
たターゲット材の放射光照射による発熱に対応するため
のワイヤー選定（熱伝導と取り扱いやすさの観点から）と
除熱設計、WT 挿入治具の蓄積ビームによる電界集中
を緩和するためのインピーダンス解析と設計が、それぞ
れ真空 Gr と RF Gr との連携で進められた。設計とその
機器詳細については別の本学会での発表「PF-AR テス
トビームラインにおけるターゲットと真空系の設計と整備」
（佐々木洋征、他）[5]を参照されたい。 

Figure 2 は実際に PF-AR リングに設置された WT シス
テムの外観写真である。WT システムは前述の 2 種の
ターゲット材を 1 µm の分解能を有するステッピングモー
ターで別々に駆動し（上流側に CNT ヤーン、下流側に
グラフェンシート）、任意の蓄積ビームからの位置に挿入
が可能で、実際の調整幅としては 0.1 mm の精度で既定
の電子損失レートを探索する。WT は直線変位センサー
のポテンショメータで正確に位置が把握されており
10 µm の位置精度で再現性の高い電子損失レートを実
現する。 

上部からワイヤー位置を確認できるビューポート、正
面よりワイヤー状態を確認するカメラで視認するビュー
ポートの 2 種類のポートが用意された。運用の間は、放
射線損傷を防ぐためにビームライン平面より退避したカメ
ラでリアルタイムにワイヤーの損傷の有無を確認できる。

 
Figure 1: Overview of system component in the AR-TBL. 

 
Figure 2: Wire target system installed into PF-AR. 
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またこの WT システム架台下には PMT とシンチレーショ
ンカウンターを組み合わせた電子線ロスモニターが電子 
ビームの WT でのロスを監視する。 

Figure 3 は水冷式銅コンバータのインストール後であ
る。Figure 3(a)については、リング上流の外周側より上部
より見下ろした様子で、Fig. 3(b)についてはリング下流の
外周側よりコンバータを正面に見た写真である。コン
バータの取り付けのため既存の偏向電磁石ダクトの全て
を三菱重工業製コンバータ付き偏向電磁石ダクトへ入れ
替えた。WT を通過したガンマ線と偏向電磁石で放射さ

れる放射光のいずれもがこのコンバータに照射される。
WT 点で衝突する蓄積ビームコアから 5σ位置に分布す
る電子ビームは 1.5 mrad の傾きを有しているため、生成
ガンマ線の光軸は QC5 四極電磁石のリターンヨークから
26 mmに位置し、また、QC銅コンバータで変換生成され
る電子ビームは、コンバートされた直後では水平ビーム
サイズ 1σ<1 mm 以下であるので、QC5 の四極電磁石の
リターンヨークをかわし AR-TBL の輸送路へ誘導される。 

輸送路は加速器リング電磁石と近接しているが、最近
接の B-SE1 偏向電磁石近傍で 10G であるものの、輸送
路偏向電磁石 BR 設置予定の場所では 2G と地磁気レ
ベルまで低下し問題がない。 

3.2 輸送路電磁石システム 
輸送路の光学系は偏向電磁石を挟み、上流側に QF

と QD のダブレットを 1 台の磁極長違いの QF 電磁石と 2
台の QD 電磁石、下流側の照射実験ステージ上で同様
に QF、QD をそれぞれ 2 台ずつの 4 極電磁石で構成さ
れている。仮定する照射点はコンバータより下流 18.3 m
で、鉛ブロックを積んだダンプ点からは上流 3 m に位置
する。2 GeV/c 運動量の照射点のビームサイズを水平
1σ=10 mm、垂直 1σ=2 mm 程度になる四極電磁石位置
が最適化された。内径φ46 mm の円形ダクトを設置した
場合にもロスなく輸送可能なビーム形状で輸送路を通る。 

電磁石の諸元について Table 1 に示す。水冷電磁石
は偏向電磁石の 1 台のみで、他 4 極電磁石 7 台はいず
れも空冷である。これら電磁石の全ては再利用電磁石で
ある。偏向電磁石にはバックレグに水平補正用コイルが
巻かれており、垂直補正電磁石としてステアリング電磁
石 2 台を最上流 QRF 電磁石の直上流に、QRD2 電磁
石の直下流に追加している。水平軌道補正は、WT への
蓄積ビームの衝突角度に強く依存するため放射光ユー
ザー向け光軸補正調整と同様の PF-AR リング側での
ローカルバンプによる軌道補正を必要とする。これら電
磁石設置アライメントについては、別の本学会での発表
「PF-AR 測定器開発テストビームラインのための電磁石
設置と加速器インターロックシステムの改修」（長橋進也、

他）[6]を参照されたい。 
全ての電磁石はリサイクル電磁石であるが設置前に

磁場測定が行われている。目的は磁場のBL積、平坦度
の確認と初期化シーケンスの確立、励磁曲線の取得で
ある。偏向電磁石の積分磁場平坦度は、±25 mm の範
囲において 1×10-4 が確保されている。中心磁場で定格

電流 200 A 通電時に 2.21 Tm の積分磁場を得ることが
出来、AR-TBLに誘導される 2.0 GeV電子エネルギーの
選別時には 69 A の通電で K0=115 mrad の蹴り角を必
要とする。四極電磁石についてはボア径の諸元が一致
しているため一元化でき、30 A の通電時に 4.74 T（B’L）、
偏向電磁石と同様の考えで 2.0 GeV 電子エネルギー選
別時には 16.6 A の通電で QRF、QRD、QSF、QSD のそ
れぞれで K1=0.53、-0.278、0.275、0.258 mrad の蹴り角
を得る。全電磁石の性能は、AR-TBL の輸送機能として
十分なものであることが磁場計測で確認された。 
電磁石と接続する電源の諸元を Table 2 に示す。全て

空冷式電源である。偏向電磁石電源は 1985 年製のサイ
リスタードロッパのリサイクル電源を利用しておりインス
トール前にオーバーホールが行われ健全性が確保され
た。電子ビームのエネルギー選別の要となる電源である
ため、必要エネルギー分解能の 1 桁下の安定度を重視
した電源となっている。四極、双極補正電磁石電源（そ
れぞれの型番、HX-S-060-100G、BWS40-7.5）は小型で
比較的廉価なカタログ電源を選定し建設コストの抑制を
図った。予備電源が用意されており、ケーブルの接続替
えだけで迅速に故障対応が可能で、偏向電磁石電源に
ついても更新機の製作を進めており予備機を備えること

で故障時の体制も十分に考慮された。 
これら電源の遠隔制御は、偏向電磁石電源は横河

PLC との多芯信号ケーブル接続によるアナログ接点信
号によるビット制御で、四極電磁石電源は遠隔制御を電
源オプションの TC-L2S デジタル制御ユニットを接続し
イーサネットによるデジタル制御、補正電磁石電源は横
河 PLC との多芯ケーブル接続によるアナログ基準電圧

Table 1: Magnet Specification 

Magnet name Length/Bore/Gap Field strength Current 

QRF 500/φ52 mm 16.0 T/m 50 A 

QRD1,2 360/φ52 mm 12.5 T/m 28 A 

BR 1780/34 mm 1.2 T 200 A 

QSF1,2 360/φ52 mm 12.5 T/m 28 A 

QSD1,2 360/φ52 mm 12.5 T/m 28 A 

V-St1,2 250/54 mm 37.7µT 3A 

 Table 2: Power Source Specification 

Magnet 
name Company/Cond. Rated power # of P.S. 

( ):res. 
Stability 

BR IDX Co./Recycling 200A/140V 1 55ppm 

Q Takasago Co./New 100A/60V 4(+1) <600ppm 

V-St Takasago Co./New ±7.5A/±40V 2(+1) <800ppm 

 
Figure 3: Converter system installed into PF-AR. 
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信号と接点信号を用いた遠隔制御である。Figure 4 は電
源室に配置された電源システム群である。偏向電磁石電
源を除く小型電源は 1 つの 19 インチラックに集約し格納
され、それぞれの出力ケーブルは CAEN DCCT（偏向電
磁石用 CT-300V、四極電磁石用 CT-100V-C）を電源出
力マイナス側でクランプし、精密に試験照射中の電流値
が監視できる。この DCCT の制御電源も高安定化された
安定化電源を利用し、デジタルマルチメーター
（KETHLEY DAQ6510）とともに DCCT 監視システムとし
て構築されている（Fig. 5(a)）。 

電磁石電源には、水冷式の偏向電磁石の流量計フ
ロースイッチとともに、他全ての電磁石の電磁石異常過

熱を温度スイッチによって判断する「機器保護」インター
ロック信号を、電磁石インターロック中継ボックスを経由し
接続をしている（Fig. 5(a)）。また、感電事故などを未然に
防ぐため電源の On/OFF ステータスを監視する「安全」イ
ンターロック信号として、電源状態信号が電源から電源
ステータス中継ボックスを経由し、電磁石に設置のパトラ
イト、PLCに接続する。偏向電磁石電源の運転状態は電
子ビーム誘導の安全ベンドとしての放射線安全の成立
条件として機能させている（Fig. 6）。これらの電磁石電源
制御システムは電源収納ラックと隣接ラックに整備された。 

3.3 ビームシャッターシステム及びビームダンプ 
実験ステージの安全を担保するシステムの要はビーム

シャッターシステム（Fig. 5(b)）、及びビームダンプ点（Fig. 
5(c)）である。ビームシャッターシステムは圧縮空気で開
閉でき、この開閉状態が安全インターロックの成立条件
として組み込まれている。詳細については別の本学会で
の発表[5]を参照されたい。ビームシャッターは貫通孔が
300 mm 厚みの鉛で埋めることでシャッターとの隙間から
の放射線漏洩を防ぐ構造である。シャッターは厚み
30 cm の鉄製シャッターである。ビームダンプ点は、実験

室のプレハブ小屋の手前に置かれており、鉛レンガブ
ロック（100（D）×200（H）×50（W）mm）を 5 枚横に並べ
て厚み 200 mm で 250 mm の横幅となる遮蔽と PMT と
鉛ガラスカウンターで構成するビームエネルギーの電磁
カロリーメーターを兼ねたシステムとなっている。 

4. 建設プロセス 

PF-AR 運転の夏の停止期間に入った 7 月 1 日から工
事が開始され 10 月 2 日までの丸 3 カ月に渡り建設工事
が進められた（Fig. 7）。素核研の照射実験室の設置され
る南棟中 2 階となるステージとリング遮蔽壁の貫通孔設
置作業（作業後に夏の工事まで埋め戻し）は、前年度 3
月に完了させ、電磁石電源室の整備は加速器運転期間
中の 6 月に始められるなどの工期の短縮を図った。工事
開始直後は、AR-TBLが加速器リング外側に位置するの
で、AR-TBL の電磁石搬入路確保のため、また WT シス
テム挿入、偏向電磁石ダクトのコンバータ付随ダクトへの
入れ替えのため、アーク部上下流で加速器リングの解体
作業が行われた（Fig. 1）。並行し、電源室、加速器トンネ
ル内の電磁石付帯設の備整備作業が 2 週間かけ進めら
れた。8 月末以降に、既設リング側の復旧、WT、コン
バータシステムの配管及び制御構築、真空粗排気、AR-
TBL 電磁石群の精密アライメント、総合動作試験、放射
線検査が順に進められ、AR-TBL を設置した状況で秋
からの放射光ユーザー運転が無事に再開された。WTシ
ステム及びリング大気開放の影響少なく、ひかり焼き出し
により 3 週間ほど（積分電流値=20 A・h）でビーム寿命
Iτ=12 A・min、真空度 10-5 Pa/A に到達した。 

5. 加速器ビームコミッショニング 

秋のマシンスタディーの動作確認試験では、1. リング
を蓄積状態として 5.0 GeV電子ビームエネルギー運転の
低電流蓄積電流値 5.0 mA 及び 30 mA での WT の挿入
駆動試験、2. 大電流蓄積電流値 50 mA の蓄積電子を
リング蓄積状態として 6.5 GeV 電子ビームエネルギー運
転での WT への蓄積ビームハロー衝突試験が行われた。
1 項では、2 種の WT をそれぞれ 1 mm ステップずつ慎
重に 20 mm 程度の深度まで挿入し放射光による WT、
WT の支持治具の焼き出しを進め、放射光の WT への
照射による発光現象を観察した。WT 駆動による機構部
のガスだまりからの初期の真空を悪化させるガス放出や
焼き出しによる真空悪化があったものの高い再現性で挿
入が可能であることが実証されている。2 項では、50 mA
の蓄積電流値で本格的な蓄積電子ビームハローと WT
との衝突試験が行われ、衝突による焼き出し効果を真空
悪化の数値で監視しながら想定されるビーム寿命 τ=20 h

 
Figure 4: Magnet power supply system in AR-TBL. 

 
Figure 6: Magnet control and interlock system. 

 
Figure 5: Magnet control and interlock system. 
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の損失レートを生じさせる位置まで挿入させた。衝突の
焼き出しにより真空は瞬間的に悪化するが、徐々に回復
し継続しなかった。1 mm ステップでの挿入で大まかに
ビーム寿命の変化点を確認し、厳密なビーム寿命の境
界点は 0.1 mm のステップでその 1 mm の深度幅の狭い
範囲に存在する。蓄積ビームの大きな損失を生まないた
めには高い再現性で所定の位置に WT を挿入し、WT と
蓄積ビームとの相対距離を 0.1 mm の精度で変化させな
いことが重要である。
冬のマシンスタディーのビームコミッショニングでは、1. 

AR-TBL の電磁石群が蓄積リング電子ビーム軌道と近
接するためその励磁による磁場の影響があるかどうかの
確認、2. 大電流の蓄積電流値 50 mA での蓄積電子
ビームを蓄積状態として 6.5 GeV 電子ビームエネルギー
での WT への蓄積ビームハロー衝突試験の長時間ラン
と継続した生成電子ビームのステージ側での観測を行っ
た。1 項では、AR-TBL の電磁石の励磁が蓄積ビーム閉
軌道（COD）とチューンへ影響を及ぼすことがないか電
磁石 1 台ずつを励磁しながら確認され、近接する四極電
磁石群（3 台）及び偏向電磁石の励磁で 40 µm 程度の
COD が発生することが確認された。励磁電流をゼロとし
ても残留磁場により COD は残るが、蓄積リングでは常に
COD 補正プログラムが軌道の乱れを修復しており、放射
光ビームライン側への光軸の乱れが生じることがない。
AR-TBL 側で電磁石の励磁、非励磁を数秒の早い時間
で繰り返す磁場の初期化シーケンスに対する軌道補正

の追従性も確認され追従可能との結果を得た。2 項では、
本格的なWTと蓄積電子ビームとの衝突実験が行われ、
電子損失レートが規程ビーム寿命となる位置に WT が置
かれ、蓄積運転モードで 8 h の継続した電子ビームのス
テージへ誘導する長期ランを実施した。CNT ヤーンでは
マルチパクタ効果のような放電現象が生じたため長期ラ
ンには適用せず、グラフェンシート WT を使い、南実験
棟ステージ上での素核研によるシンチレーションカウン
ター（Fig. 7(e)）による監視で、蓄積ビーム位置から
0.1 mm ステップでのサーベイを実施し 14~15 mm の間
14.3 mm 位置で安定して 1000 count/s の電子ビームが

観測された（Fig. 8(a)）。WT の位置、電子ビームの生成
量のエネルギー分布（Fig. 8 (b)）のいずれも期待と要求
を満足する結果となりAR-TBLの利用原理が実証された。 

6. 運用へ向けた課題と今後の計画

今後、WT を挿入したままでのトップアップ運転モード
によるユーザー運転期間中の連続運用の実績を積み重
ねる必要がある。その課題は、1. 入射ビーム、蓄積ビー
ムが常時WTへの衝突を繰り返す中で、WTの長期的な
耐久性や偶発的な放電損傷が起きるかどうか、2. トップ
アップ入射で蓄積電流値を維持できるように、WT での
ビーム損失を不定とさせないことである。1 つ目は、実際
に長期運用を試験的に始めることで検証せざるを得ない。
2つ目は、トップアップ運転時の蓄積ビームの振動が、所
定のWTと蓄積ビームとの相対距離を維持できない要因
となるため、不用に蓄積ビームのコアが削られるようなこ
とがあれば入射が停滞し、また不用意なWTへの熱的疲
労を与えることになる。入射が停滞し、蓄積電流値が維
持できない場合には、放射光ユーザー実験が成立しな
いため、バンプ軌道の漏洩による蓄積ビームの振動の抑
制は大変重要な課題となっている。
トップアップ運転を成立させ、2023 年度には AR-TBL

ユーザー運転を開始することを目標に計画が進められて
いる。世界でも稀有なインターナルターゲットを挿入した
放射光加速器運用の実現も近い。
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Figure 7: Completion of AR-TBL in 2021. 

Figure 8: The beam rate for the WT inserting depth (a) and
the beam rate for electron beam energy (b). 
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